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2020 年 6 月 22 日 

【報道関係各位】                     株式会社ベネッセホールディングス 

代表取締役社長 安達 保 

 

「ベネッセグループ人権方針」を制定 
～「人」を軸とした教育・介護の事業を実践し、持続可能な社会に貢献～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ベネッセグループ人権方針（全文） 
 

ベネッセグループの事業活動は、企業理念「よく生きる」に基づいたものであり、すべてはお客さま

の信頼のうえに成り立っています。 

また、お客さまをはじめとするステークホルダーとの共創にあたっては、多様性の尊重や個々人の尊

厳を守ることが大切です。 

この考えにたって、私たちは、人権方針を策定します。 

  

本方針は、ベネッセグループ（株式会社ベネッセホールディングスおよび連結子会社）のすべての役

員と従業員に適用されます。 

また、ビジネスパートナーやサプライヤーとも協働しながら、実践します。 

 

【人権尊重の原則と規範の追求】 

私たちは、「国際人権章典（世界人権宣言と国際人権規約）」、「労働における基本的原則および権利に

関する国際労働機関の宣言」、そして国連「グローバルコンパクト 10 の原則」および「ビジネスと人

権に関する指導原則」を基に、人権尊重の取り組みを推進していきます。 

 

【当社の人権尊重の責任】 

私たちは、自らの企業活動や事業活動において、多様性を尊重し、差別や人権の侵害を行いません。 

教育と介護のリーディングカンパニーとしての責任を持ち、商品・サービスの提供にあたっては、必

株式会社ベネッセホールディングス（本社：岡山県岡山市）は、この度、サステナビリティ推進

委員会（委員長：代表取締役社長 安達 保、委員：常勤取締役で構成）での検討、経営会議での承

認を経て、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に準拠した「ベネッセグループ人権方針」

を制定しました。 

ベネッセグループでは、企業理念「Benesse＝『よく生きる』」に基づき、すべての人の人権を

尊重することを企業活動の前提としており、「人」を軸とする教育や介護を中心としたグループの

各事業において、人権教育などの取り組みを推進してまいりました。 

いっぽうで近年、企業がビジネスプロセスの中で人権尊重の責任を果たすことへの社会的要請が

いっそう高まっています。本方針を制定することで、ベネッセグループ全体の人権に対する姿勢を

改めて表明し、人権への取り組みを強化いたします。 

また、新型コロナウイルスの影響を受けた社会において、社会課題解決を目指す企業のサステナ

ビリティ活動はますます重要になっていると認識しています。そのなかでも、人権の尊重は、すべ

ての活動の基盤となるものです。本方針を基に、ベネッセグループ全体で人権方針に基づく取り組

みを実践し、お客様をはじめとしたステークホルダーの皆さまの「よく生きる」を力強くご支援す

ることで、サステナブル（持続可能）な社会の実現へ貢献していきます。 
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ず人権に配慮します。 

また、職場内においても多様性も尊重し、自分らしさをお客様をはじめとするステークホルダーの

「よく生きる」のために発揮しながら、自らの責任を全うします。 

 

【人権デュー・デリジェンス】 

私たちは、人権デュー・デリジェンスの仕組みを開発し、自社の人権への負の影響を特定し、その防

止、または軽減を図るよう努め、継続的に活動を実施していきます。  

また、ビジネスパートナーおよびサプライヤーによる人権への負の影響が、ベネッセグループの事

業・サービスと直接的または間接的に関与している場合は、これらのパートナーおよびサプライヤー

に対しても、人権を尊重し、侵害しないよう求めます。 

 

【適用法令の遵守】 

私たちは、国際的に認められた人権基準を最大限尊重することはもとより、事業活動を行う国または

地域における法と規制も遵守します。 

 

【教育】 

私たちは、本方針が企業・事業活動それぞれの現場で組み込まれ、かつ定着するよう、従業員に対し

て教育と研修を継続的に行います。また、従業員一人ひとりが人権の尊重を十分理解し、実践できる

ようにします。 

 

【救済】 

私たちは、人権に対する負の影響を引き起こした、あるいはこれに関与したことが明らかになった場

合、適切な手続きによってその救済に努めます。 

 

【対話と協議】 

私たちは、本方針に基づく人権尊重の取り組みについて、ウェブサイトなどで開示します。 

また、自社の人権に対する潜在的および実際の影響を適切に把握し対応するために、関連するステー

クホルダーと対話と協議を行っていきます。 

2020 年６月 22 日制定 

 

■ベネッセグループについて 

ベネッセグループは「Benesse=よく生きる」という企業理念のもと、国内教育、グローバル教育、介

護・保育、生活の分野で、お客様一人ひとりの向上意欲と課題解決を、一生涯にわたって支援する企

業グループです。ベネッセは、1955 年の創業以来 60 年以上にわたり、「教育」や「介護」の分野を

中心に、社会課題の解決に取り組んでまいりました。 

 

※ベネッセホールディングス 企業サイト https://www.benesse-hd.co.jp/ja/index.html 

※ベネッセグループ企業理念・行動指針 https://www.benesse-hd.co.jp/ja/about/philosophy.html 

※ベネッセグループ サステナビリティ トップページ 

https://www.benesse-hd.co.jp/ja/sustainability/index.html 

 

 

【本件に関するお問い合わせ先】 

株式会社ベネッセホールディングス ブランド・広報部 濱野、齋藤、宮本、萩澤 

TEL:042-357-3658  FAX:042-389-1757 
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